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研究要旨 

2014年に西アフリカ諸国で発生したエボラウイルス病や、2019年に中国で発

生し、現在も世界中で流行している新型コロナウイルス感染症(COVID-19) な

ど、国際的に脅威となる感染症に対して、国際社会の枠組みによる緊急対応

は非常に重要性を増している。世界的な感染症対策チームとして GOARN

（Global Outbreak Alert and Response Network：地球規模感染症に対する

警戒と対応ネットワーク）があり、これまで複数の日本人も GOARN に登録し

派遣されているが、その数は限られている。日本ではこれまで人材育成の機

会が極めて限られていた。本研究班では、①国外の健康危機発生時に対応す

るための人材育成プログラム開発及び オンライン GOARN Tier 1.5 研修実施

に関する研究、②日本の専門家の GOARN 派遣を促進するための体制整備に関

する研究を通じて、日本人専門家の国際感染症等対応人材の育成や GOARN の

枠組みでのアウトブレイク対応派遣の推進を行い、国外の感染症危機時に派

遣できる国内体制を構築することした。 

  ①の研究では、 WHO本部の GOARN、WPRO、GOARNパートナー機関、厚生労

働省、本研究班の連携により人材育成プログラムを開発し、2019年度は GOARN

派遣時に必須研修の 1つである WHO の公式 GOARN Tier1.5 研修を約 10年ぶり

に 50 名を対象に東京都で実施し、202０年度は世界初のオンライン（Zoom）

形式で、IPCに特化した GOARNTier1.5 ワークショップ研修を 32名対象に実施

した。②の研究では、 GOARN Tier1.5 研修の受講者の中から、日本で初めて

の GOARN Japanロスターを作成し、2021年 3月時点で合計 62名が登録された。

GOARN Japan ロスター登録者へ GOARN 派遣に役立つ情報提供も開始し、2020

年度に COVID-19の流行に対して 1名が感染予防管理の専門家として WHOフィ

リピン国事務所へ、1名が Information and Planning と Country supportの

部門で WPRO および、WHO カンボジア国事務所へ GOARN 派遣された。さらに、

2020 年度に GOARN 派遣に役立つ情報提供として、GOARN の専門家派遣要請(5

回)や、WHO 地域事務局からの派遣募集(4 回)、海外派遣経験者の帰国報告会

（3回）や、専門家の能力強化に役立つ各種セミナー等に関する情報を Eメー

ルにて共有した。 

  本研究では、WHO GOARN、WPRO、本研究班の強い連携により、日本で 10

年ぶりに開催の WHO の公式 GOARN Tier1.5 研修や世界初の IPC に特化したオ

ンライン Tier1.5 ワークショップ研修を実現し、日本で初めての GOARN Japan

ロスターを作成し、の登録者は、2021 年 3月時点で合計 62名が登録された。

さらに GOARN 派遣制度に伴う問題点も明らかとなった。引き続き、グローバ

ルな最新動向を捉えつつ、国内の専門家の派遣を取り巻く環境を考慮しなが

ら、引き続き日本の専門家の GOARN 派遣を促進するための支援体制の整備を

進める必要がある。 
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A. 研究目的 

2014 年に西アフリカ諸国で発生した

エボラウイルス病や、2019年に中国で

発生し、現在も世界中で流行している

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

(COVID-19)  など、国際的に脅威とな

る感染症に対して、国際社会の枠組み

による緊急対応は非常に重要性を増

している。世界的な感染症対策チーム

として GOARN（Global Outbreak Alert 

and Response Network：地球規模感染

症に対する警戒と対応ネットワーク）

があり、これまで複数の日本人も

GOARN に登録し派遣されているが、そ

の数は限られている。GOARN 派遣には

GOARN 研修の修了や国際的なアウトブ

レイク対応の経験が重視されている

が、日本ではこれまで人材育成の機会

が極めて限られていた。 

  本研究班では、①国外の健康危機

発生時に対応するための人材育成プ

ログラム開発及び オンライン GOARN 

Tier 1.5研修実施に関する研究、②日

本の専門家の GOARN派遣を促進するた

めの体制整備に関する研究を通じて、

日本人専門家の国際感染症等対応人

材の育成や GOARNの枠組みでのアウト

ブレイク対応派遣の推進を行い、国外

の感染症危機時に派遣できる国内体

制を構築することした。 

 

B. 研究方法 

①国外の健康危機発生時に対応する

ための人材育成プログラム開発及び 

オンライン GOARN Tier 1.5 研修実施

に関する研究 

WHO本部の GOARN、WPRO、GOARNパート

ナー機関、厚生労働省、本研究班など

の多数の参画を得て、2019年度は約半

年以上に渡るプロセスを経て、日本人

専門家の人材育成に有効な GOARN 

Tier 1.5 研修プログラムの開発を進

めた。GOARN には、Tier 1(Basic)、2

（Intermediate）、3(Advanced)という

段階を踏んだ研修コースがあるが、

GOARN 及び日本関係者間での検討を踏

まえ、本研修は GOARN Tier 1.5 研修

に設定した。Tier 1.5 研修は、派遣前

必須オンラインコースと国際的多職

種のアウトブレークチーム参加に備

える Tier2の研修内容を取り入れ、過

去に派遣された専門家の経験共有、ケ

ーススタディやグループディスカッ

ションを含むワークショップ型研修

とした。さらに、教育効果を高めるた

めに、GOARN 及び日本関係者の間で過

去の日本人の GOARN派遣者リストを元

に検討し、経験豊富な日本人 GOARN派

遣経験を有する講師 3名を選出し、日

本人派遣経験者の発表をプログラム

に取り込んだ。研修の目的は、GOARN

と WHOの多職種の国際ミッションに参

加する上で、必要とされるプロセス、

チャレンジや実態を把握し、個々の適

性や興味について自身を見つめ直す

機会を得ること、また、実際にミッシ

ョンに参加するために必要な情報・知

見を習得し、当該分野で活躍する専門

家、関係者との関係構築の機会を得る

こととした。     

  2020 年度は、COVID-19 拡大を受

けたため、世界初のオンライン（Zoom）

形式で、IPCに特化した GOARNTier1.5

ワークショップ研修を実施する計画

とした。さらに GOARN に派遣される専

門家として現場で活動するために必

要なコンピテンシーを具体的に測定

し分析することを目的とし、コンピテ

ンシーテストを開発した。具体的には、

GOARN Online Capacity Building and 

Training Portal(*GOARN のオンライ

ン 学 習プ ログ ラムで あ る ) の 各
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e-Modules テーマの中で、将来派遣さ

れる際に役立つと思われる出題を 10

問抽出し、オリジナル問題から内容を

一部改変した。GOARN のコンピテンシ

ーに関する質問は多肢選択問題とし、

他にテスト回答者の属性項目等も質

問に含めた。回答対象者は、GOARN ワ

ークショプ研修の受講者とし、2 日目

の研修終了後に、オンライン形式で回

答する方法とした。 

 

②日本の専門家の GOARN派遣を促進す

るための体制整備に関する研究 

GOARN 派遣への意欲をもつような人材

候補が登録あるいは所属する国際感

染症に関する既存のネットワークと

して、国立感染症研究所の実地疫学専

門家養成コース(略称 FETP)、厚生労働

省の危機管理専門家(略称 IDES)、JICA

の国際緊急援助隊（JDR）、国立国際医

療研究センター病院（NCGM)の国際感

染症センター（DCC）という 4 つのグ

ループが選出された。次に、派遣の人

材候補者の能力強化を目的とした

GOARN 研修を計画し、研修の募集要項

を研究班関係者から各グループの登

録者に対して既存の ML や情報周知の

方法により情報提供をした。同時に

NCGM のホームページやグローバルヘ

ルスに関係するような ML やサイトを

通じて公募し、広く研修の周知をした。

2019 年 12 月 5 日(木)〜6 日（金）の

期間に、WHO GOARN の協力を得て東京

で開催した本研究班主催の GOARN 

Tier1.5 研修の日本人受講者を対象に、

GOARN のミッションで活躍できる候補

者の人材プール (以下、GOARN Japan

ロスターと呼ぶ)の構築を日本で初め

て行った。具体的には、研修終了後に

研修受講者へ今後の GOARNの派遣に役

立つ情報や関連するセミナーなどの

情報を共有することを目的として、

GOARN Japan ロスターへの登録を E メ

ール連絡により任意で募った。 

  2020年度は、GOARNで将来的に活

躍できる候補者の人材プール“GOARN 

Japan ロスター"登録者を拡大するた

め、2020 年 10 月に実施したオンライ

ン GOARN Tier1.5 研修の受講者のうち

希望する者を本ロスターに登録する

計画を立てた。本ロスター登録者の中

から、GOARN派遣要請や WHO Regional 

Office for Western Pacific (以下、

WHO WPRO)）の専門家募集に対して応

募する意思の連絡を受けた際には、本

研究班事務局が申請の支援を行う体

制の構築を図った。さらに、GOARN 

JAPAN ロスター登録者への継続的な情

報共有の一環として、GOARN や WHO を

通じて海外へ派遣された専門家の帰

国後に、派遣のプロセスや現地での取

り組み、直面した課題及び教訓を共有

いただくことを目的にした「海外派遣

者帰国報告会」を開催した。参加対象

は、本ロスター登録者以外に、国際的

な感染症のアウトブレイク対応に関

心のある人である。帰国報告会の案内

の送付先は、有力な派遣候補者が所属

すると考えられる、国立感染症研究所

の実地疫学専門家養成コース(FETP)、

厚生労働省の危機管理専門家(IDES)、

国際協力機構（JICA）が事務局を担当

する国際緊急援助隊（JDR）、NCGM（セ

ンター病院、国際医療協力局、グロー

バルヘルス人材教育センター）等のネ

ットワーク等、とした。また、国際保

健及び感染症分野の各種メーリング

リスト経由でも適宜案内を投稿する

方法とした。また、昨年度に実施した

GOARN 派遣を促進するための因子を明

らかにする研究の結果より、GOARN 派

遣の候補者となる専門家の多くは、日

本国内の医療機関や研究機関、行政機

関に所属しているため、国内での業務
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とどのように折り合いをつけて GOARN

派遣に参加するかが、今後の検討課題

となっていた。つまり、日本人専門家

の GOARN派遣促進のためには、専門家

個人だけでなく、所属する組織からの

理解を得られるための対応の必要性

が考えられた。よって、今年度は日本

国内の専門家個人だけでなく、より多

くの組織へ GOARN への認知を広め

GOARN 派遣の理解が促進されるよう、

GOARN の普及活動を実施した。具体的

には、各種関連学会での演題発表及び

シンポジウムの企画、学術誌への論文

の投稿、GOARN 普及リーフレットの作

成や NCGM のホームページによる情報

掲載を通じて、日本からの GOARN派遣

の意義及び本研究班の取り組みを広

く発信した。 

 

C. 研究結果 

①国外の健康危機発生時に対応する

ための人材育成プログラム開発およ

び GOARN Tier 1.5 研修実施に関する

研究 

WHO本部の GOARN、WPRO、GOARNパート

ナー機関、厚生労働省、本研究班の連

携により人材育成プログラムを開発

し、GOARN 派遣時に必須研修の 1 つで

あるWHOの公式GOARN Tier1.5研修を、

約 10 年ぶりに 2019 年 12 月 5 日(木)

〜6 日(金)の 1.5 日間のプログラムと

して、50 名を対象に東京都で実施し、

さらに 2020 年 10 月 29 日(木)〜30 日

(金)の 2日間のプログラムとして、世

界初のオンライン（Zoom）形式で、IPC

に特化した GOARNTier1.5 ワークショ

ップ研修を 32 名対象に実施した。両

研修ともに受講者の評価回答者の

95％以上にとって、本研修で学んだこ

とは今後の派遣に役立つ内容であり、

本研修への参加が今後の国際的アウ

トブレイク対応に従事する意欲や、

GOARN や WPRO のミッションへの応募

意欲につながったことが確認された。

GOARN 研修参加者を対象に GOARN 派遣

を促進するための因子を調査したと

ころ、要求される技能･知識について

の懸念、派遣人材の育成に当たって研

修や技術支援、派遣情報の提供、派遣

中の金銭的補償や医療保障といった

多岐に渡る支援に需要があることも

明らかとなった。 

 

②日本の専門家の GOARN派遣を促進す

るための体制整備に関する研究 

日本で開催した GOARN Tier1.5研修の

受講者の中から、日本で初めての

GOARN Japan ロスターを作成し、2021

年 3月時点で合計 62名が登録された。

GOARN Japan ロスター登録者へ GOARN

派遣に役立つ情報提供も開始し、2020

年度に COVID-19 の流行に対して 1 名

が感染予防管理の専門家として WHOフ

ィ リ ピ ン 国 事 務 所 へ 、 1 名 が 

Information and Planning と Country 

supportの部門で WPROおよび、WHOカ

ンボジア国事務所へ GOARN派遣された。

さらに、2020年度に GOARN派遣に役立

つ情報提供として、GOARN の専門家派

遣要請(5 回)や、WHO 地域事務局から

の派遣募集(4 回)、海外派遣経験者の

帰国報告会（3 回）や、専門家の能力

強化に役立つ各種セミナー等に関す

る情報を Eメールにて共有した。また、

2020年度に WHO GOARNから本研究班研

究メンバーの 2 名へ、GOARN における

能力強化プログラムの広報となる 

Capacity Building and Training 

Programme Advocacy Videos（2本）へ

の出演依頼を受け、収録に協力した。

加えて、GOARN 普及リーフレット「世

界の国際感染症対策における日本か

らの技術支援の促進に向けて」を出版

し、全国の指定感染症病院等約 600施
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設に配布した。 

 

D. 考察 

①国外の健康危機発生時に対応する

ための人材育成プログラム開発及び 

オンライン GOARN Tier 1.5 研修実施

に関する研究 

2019 年度には GOARN 派遣時に必須研

修の 1つである WHOの公式 GOARN Tier 

1.5 研修を約 10 年ぶりに日本で実施

し、2020年度には世界初の IPCに特化

したオンライン Tier1.5ワークショッ

プ研修を実現することができた。これ

らの研修プログラムは、WHO 本部の

GOARN、WPRO、GOARN パートナー機関、

厚生労働省、本研究班の連携により開

発され、さらに GOARN派遣経験のある

講師陣及び受講者達の参画を得て実

現できた。終了時に実施した受講者の

調査結果によると、受講者からの研修

評価は非常に高く、各自の研修参加目

標も概ね達成された。また回答者の

95%以上にとって、本研修で学んだこ

とは今後の派遣に役立つ内容であり、

本研修への参加が今後の国際的アウ

トブレイク対応に従事する意欲や、

GOARN や WPRO のミッションへの応募

意欲につながったことが確認された。

つまり、本研修は受講者の GOARNミッ

ションへの理解を促進しただけでは

なく、受講者の GOARN派遣等に対する

より一層前向きな意識変化をもたら

した。これは、今回開発した研修プロ

グラムは受講者にとって効果的なプ

ログラムであったことを示す結果と

考えられた。2020 年度には初めて実施

した GOARNで専門家として働くための

コンピテンシーテストの結果につい

て、4 つのテーマ別には、総合的に平

均スコアは高かった。しかし、多職種

のチームの中で従事する場面設定に

おいて、自分の責任範囲に関する設問

のスコアが最も低かった。派遣を実際

に経験しないと、現場の状況が変化す

る中で自分の立場を具体的に想像し

難いと想像されるが、専門家としての

責任範囲の理解は重要である。よって、

今後の GOARN研修の機会に、このコン

ピテンシーを高めるために役立つ内

容を盛り込むことが望ましいと考え

る。さらに 2020 年度は COVID-19の世

界的拡大を受けてやむを得ずオンラ

インでの開催となったものの成功を

修めた研修となった。しかし、研修の

オンライン化には利点と欠点の両者

があると考えられる。参加者から評価

された点は、研修会場まで移動する時

間を省くことができた点、従事してい

る業務や家事等との調整がしやすか

った点等であった。COVID-19等の対応

で多忙を極める研修参加者にとって、

オンライン開催は参加しやすいもの

であったと考えられる。実際に日本全

国各地や海外からの参加者がいたこ

とも、この利点を裏付けるものである。 

研修運営側にとっては、オンライン化

したことにより、対面形式による研修

に起因する COVID-19 感染のリスクを

払拭し、海外から参加した WHO・GOARN

講師陣と共に日本の専門家のための

GOARN 研修を昨年に続き実現できたこ

とが最大の利点となった。一方で、研



7 

 

修参加者からのネガティブな意見は、

他の参加者等とのネットワーキング

ができなかった点やグループワーク

の難しさ、参加者の機材でインターネ

ットの接続不良が起こった点等であ

った。これらの点については、オンラ

イン研修の場合、研修参加者同士がマ

ンツーマンで会話ができる環境がな

いため、研修参加者がそのように感じ

た可能性がある。また、グループワー

クについては、対面の研修よりもモニ

ター経由で発言のタイミングをつか

む難しさがあると感じた参加者がい

たと考えられる。運営の立場では、研

修中に参加者のビデオがオフにされ

た際の受講状況の確認が困難であっ

た点が、今後の課題であるといえる。

今回の研修終了後に、WHO、GOARNの講

師陣と本研究メンバーで研修のレビ

ューを実施した。オンライン研修であ

ったにも関わらず、講師陣と研修参加

者の間で円滑に対話でき、さらに

GOARN 派遣経験者と研修参加者との間

に一定のコネクションを築くことが

で き た 点 が 特 に 評 価 さ れ た 。

WHO,GOARN からは、研修参加者の熱意

溢れる受講姿勢に対し高い評価を受

けるとともに、本研修が今後の GOARN

派遣につながることを期待された。同

時に、GOARN 研修ホスト国として日本

は非常に優れており、是非今後も共同

作業に取り組みたいとの前向きなコ

メントも頂いた。今後の GOARN研修に

ついては、オンライン研修の場合、

WPRO 地域の他国とも合同で実施する

ことも可能であると考える。これによ

り本格的な国際研修となり、他国の

GOARN パートナー機関や参加者とのネ

ットワーキング強化も促進できる。さ

らに、COVID-19の感染が落ち着つけば、

実際の GOARN派遣現場のように再現さ

れ た 屋 外 で の 演 習 を 含 め た

GOARNTier2.0研修を是非、日本で開催

したいと考える。 

 

②日本の専門家の GOARN派遣を促進す

るための体制整備に関する研究 

本研究事業における段階を踏んだプ

ロセスを通じ、2019 年度には 34 名が

日本で初めての GOARN Japanロスター

へ登録され、2020 年度の研修を経て

2021 年 3 月時点で合計 62 名と拡大し

た 。 これ ら の 登 録者 達 は GOARN 

Tier1.5 研修を受講し GOARN 派遣につ

いて一定の理解を深めた感染症分野

の専門家であることは、日本から

GOARN 派遣を促進する上での候補者と

して貴重な人材プールである。この登

録者の約 56％は GOARN パートナー機

関に所属しているため、GOARN への理

解が少なからずあるこうした所属組

織からまずは GOARN派遣を着実に実現

することが期待される。一方で、登録

者の約 44%は GOARN のパートナー機関

には所属していないため、後述する課

題を整理の上、派遣の機会を実現する

ことが期待される。また、本研究を進

める中、2019 年 12 月には、中国で

COVID-19 が流行し、2020 年初めに渡

る数ヶ月間で瞬く間に日本や世界各

国に拡大した。この予測していなかっ

た国内外における健康危機発生の事
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態は、本研究事業が形成したばかりの

GOARN Japan ロスターの登録人材から

の GOARN派遣への応募と、派遣を実現

する機会となった。法月医師は GOARN

応募のわずか 1 ヶ月前に、日本で本研

究班が開催した GOARN Tier1.5研修の

受講を終えていたこと、そして応募時

の書類の一つとしてタイムリーに研

修の受講修了証を提出できたことは、

本研修の大きなインパクトと考えら

れた。また、 東北大学大学院の神垣

医師については、派遣されたミッショ

ンが円滑に進められた要因として、本

研究事業の下、関係機関の中での

GOARN 活動内容の共有や求められる活

動に関する情報共有がスムースにさ

れていることがあげられた。一方で、

GOARN 派遣に関する課題も抽出された。

具体的には、実際の派遣に向けては、

GOARN パートナー機関の所属ではない

専門家の場合は、組織の理解の取り付

けに加えて、雇用や日本の生計維持に

関する社会経済的な懸念事項も整理

しなければならない課題が確認され

た。また、GOARN の派遣制度にはない

が、日本の ODAの下での派遣制度では

専門家個人や所属先に生じる社会経

済的な負担を緩和することで、派遣を

円滑にする仕組みが確認された。さら

に、GOARN Japan ロスターの登録者向

けに GOARN派遣に役立つ情報提供とし

て、GOARN や WHO 地域事務局からの派

遣募集や、専門家の能力強化に役立つ

各種セミナー等に関する情報を共有

したことで、GOARN や WHO による専門

家派遣要請情報に対し 7 名が応募し、

2021 年 4 月までに 1 名が WHO WPRO か

ら出された COVID-19 対策における臨

床管理専門家としてプアニューギニ

アに派遣された。こうした取り組みに

より、日本で開催する GOARN研修の参

加者後にロスターに登録、ロスターの

プラットフォームからタイムリーな

派遣情報を得て応募、海外の国際感染

症対策のために派遣、帰国後は帰国報

告会で他のロスター登録者へタイム

リーに経験や現地で実施されている

対策の最新情報を共有、という専門家

の派遣促進のための好循環を作りあ

げることができたと考える。なお、

2020 年度の研修参加者の中でロスタ

ー登録を希望した専門家の所属先内

訳は、GOARN パートナー機ではない者

の割合が半数を超えていた。よって、

今後のこうした所属先の専門家が

GOARN の要請に申請をする場合に直面

する課題の整理や必要な支援のあり

方を継続して検討する必要がある。

2020 年度はさらに GOARN 普及活動も

展開した。日本では、GOARN 派遣にあ

る程度理解を有している GOARNパート

ナー機関数は 17 機関であるが、全国

の指定感染症機関数と比較すると決

して多い数とはいえない、と考えられ

た。よって、今年度に GOARN普及活動

を全国レベルで多角的に行ったこと

で、GOARN の派遣要請に対し関心を示

す専門家の層を拡げるためや、所属先

の組織からも GOARNの理解を得られる

ための支援環境作りを推進できたと

考えられる。こうした普及活動の継続

と共に、今後は日本の GOARNパートナ
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ー機関の間でネットワーク強化を図

ることにより、最新の GOARN情報や研

究班の取り組みを紹介し、多くの機関

から GOARNへの専門家派遣に対する関

心をさらに高める取り組みも必要と

考える。また、2020 年 12 月に開催さ

れた WHO WPRO 主催の GOARN Partners 

Regional Meeting では、GOARNパート

ナー機関としての取り組みを代表す

る形で、本研究班から 2 年間の GOARN

研修の発展と成果を発表する機会と

なり、日本のこうした取り組みは他国

の GOARNパートナー機関から高い注目

を集めた。また、本会の冒頭で、葛西

健 WHO WPRO事務局長より、GOARNパー

トナー機関を代表する活動を行う本

研修班に対する感謝のお言葉をいた

だいた。パネルディスカッションで本

研究班研究メンバーが登壇し、GOARN

研修による専門家の能力強化の機会

や、GOARN 枠ではないが WHO の国事務

所からの要請で感染症対策のために

専門家として派遣される機会は、将来

的に GOARN枠で派遣される専門家の能

力強化だけでなく円滑な GOARNの運営

のためにも役立つことの意義を発表

した。このメッセージを、WHO WPRO

や GOARNの世界的中核メンバーへ届け

る絶好の機会になったと考える。さら

に、この GOARN Partners Regional 

Meeting に参加したことで、オースト

ラリア政府が GOARNに派遣されるオー

ストラリアの専門家の派遣中の給与

を含めた人件費に対する支援を通じ

て、国レベルで GOARNへの人材派遣を

支援している情報も得られた。よって、

日本の専門家の GOARN派遣を促進する

ための支援体制の整備のために、今後、

こうした諸外国における GOARN派遣を

促進する支援体制の情報をさらに収

集し、分析する予定である。 

 
E. 結論 
本研究では、WHO GOARN、WPRO、本研

究班の強い連携により、日本で 10 年

ぶりに開催の WHO の公式 GOARN 

Tier1.5 研修や世界初の IPC に特化し

たオンライン Tier1.5ワークショップ

研修を実現し、日本で初めての GOARN 

Japanロスターを作成し、の登録者は、

2021 年 3 月時点で合計 62 名が登録さ

れた。さらに GOARN 派遣制度に伴う問

題点も明らかとなった。引き続き、グ

ローバルな最新動向を捉えつつ、国内

の専門家の派遣を取り巻く環境を考

慮しながら、引き続き日本の専門家の

GOARN 派遣を促進するための支援体制

の整備を進める必要がある。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

Fujita M, Umeda T, Fujita N, 

Nishioka T, Iwamoto A, Ohmagari N, 

Ishikane M, Akashi H, Kokudo 

Norihiro. Japanese WHO 

Collaborating Centres (WHO CCs) 

fight against COVID-19. Glob Health 

Med. 2021 Apr 30;3(2):115-118. 

 

Hidetoshi Nomoto, Masahiro Ishikane, 

Sangnim Lee, Nobuhiro Komiya, 

Takahiro Maeki, Tamano Matsui, 

Kouichi Morita, Hitoshi Oshitani, 
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Masayuki Saijo, Takuya Yamagishi, 

Taro Yamamoto, and Norio Ohmagari. 

Facilitating the Deployment of 

Japanese Human Resources for Global 

Outbreaks of Emerging and 

Re-emerging Infectious diseases: A 

Cross-Sectional Study (投稿済み。

査読対応中) 

 

国際感染症の発生時の日本による WHO

の国際的緊急技術支援ミッションへ

の人的貢献を促進するための体制整

備に向けた一考察 (投稿準備中) 

 

2. 学会発表 

李 祥任, 石金 正裕, 野本 英俊, 

Sharon Salmon, Renee Christensen, 

大曲 貴夫. 国外の健康危機発生時

に対応するための人材育成プログラ

ム開発の進捗と今後の課題 -WHO と

の共同による GOARN人材育成研修の実

施と評価-, グローバルヘルス合同大

会 2020大阪, 11 月 1-3日, 2020. WEB

開催. 

 

第 69 回日本感染症学会東日本地方会

学術集会.シンポジウム「国際感染症

対策における多様なキャリアパスと

派遣を促進するための体制整備のあ

り方」2020年 10 月 23日. 

座長：大曲 貴夫、古宮 伸洋 

発表者：石金正裕、井手 一彦、古宮 伸

洋、山岸 拓也 

 

李 祥任、 法月 正太郎、 神垣 太郎、 

太田 夢香、石金 正裕、 大曲 貴夫.

国際感染症の発生時の日本による WHO

の国際的緊急技術支援ミッションへ

の人的貢献を促進するための体制整

備に向けた一考察 -WHO GOARN と日本

の JDR の特徴と派遣制度の比較-. グ

ローバルヘルス合同大会 2020 大

阪.2020年 11月 1-3日.  

 

野本 英俊、 石金 正裕、 李 祥任、

大曲 貴夫.日本からの GOARN派遣を促

進する因子を明らかにするためのア

ンケート調査. グローバルヘルス合

同大会 2020大阪.2020年 11月 1-3日.  

 

GOARN Partners Regional Meeting. 

4th December,2020. (online)  

(1) Invited speaker 

Sangnim Lee.“Orientation to the 

International Outbreak Response 

with GOARN and WHO workshop on 

Infection Prevention and Control 

-Through collaboration between 

GOARN, WHO and Japan- “ in the 

session of GOARN partner 

activities. 

(2) Invited speaker 

Sangnim Lee. In the Panel Discussion 

“GOARN regionalization”. 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む） 

該当なし 
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